
観光庁令和４年度２次補正予算等事業
地域一体となった観光地・観光産業の

再生・高付加価値化事業

担保権設定承認申請の手引き

第6版 令和6年2月15日

地域一体となった観光地・観光産業の再生・高付加価値化事業事務局



目次

目次

1

全体概要 2
担保設定に関する注意事項 3

電子申請システムでの申請方法 6
担保権承認設定の手続きの流れ 7
担保権に関するお尋ねメールの受け取り 8
質問フォームの入力方法 9
申請フォームの入力方法 10
申請後の流れ 12
申請事業者名と債務者名が相違する場合 13
複数年度計画の事業者が申請する場合 13

その他 14
よくあるお問合せ（FAQ） 15
問い合わせ先 17



全体概要

2



全体概要

担保設定に関する注意事項

3

土地・建物に抵当権等の担保権が設定されている施設を改修する際は、抵当権等の担保権を外すこと
を求めないものの、事務局の承認が必要となります。

→金融機関は、少額融資や制度融資案件等例外事項に該当する場合を除き、原則、融資対象物
件を担保取得するため、適化法の財産処分に該当します。

補助対象経費により取得する財産が建物であり、以下のいずれかに当てはまる場合は事務局での承認
が必要となります。

補助金適正化に関する法律(財産の処分の制限)第二十二条

補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した政令で定める財産を、各省各庁の
長の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担
保に供してはならない。ただし、政令で定める場合は、この限りでない。

適化法の財産処分に該当するケース 対応

既設

抵当権が設定されている建物を改修
する場合 補助事業完了までに担保権設定承認申請を行

い、承認を得る必要がある（※1）根抵当権が設定されている建物を改
修する場合

既に設定されている根抵当権の極度
額を増額する場合

認めない
※巻末のFAQもご参照ください。

抵当権等が設定されている土地に建
物を再建する場合（補助事業③と
①の併用）

完了実績報告時に様式19 抵当権等担保権設
定義務の免除に関する報告書を提出する必要が
ある

新設

今回建物の改修資金を調達する際
に、建物に対し抵当権を新規設定す
る場合

担保権の設定日までに担保権設定承認申請を
行い、承認を得る必要がある（※1）

今回建物の改修資金を調達する際
に、建物に対し根抵当権を新規設定
する場合

認めない

取得財産である建物を第三者所が所有する場合

完了実績報告時に様式28施設・建物所有者の
同意に関する報告書（財産処分制限）を提出
する必要がある
※巻末のFAQもご参照ください。

建物についている担保権の種類について、補助事業実施前に金融機関に必ず確認を行っ
てください。

また、「廃屋の撤去」と「宿泊施設の高付加価値化改修」を併用する事業者は土地や建物
についている担保権の種類の確認を必ず行ってください。あわせて金融機関の融資契約に記載
されている追加担保差入条項の有無の確認をお願いします。

※1 承認を得るのに一か月以上の時間を要する場合がありますので、ご留意ください。
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担保権に関する申請および提出物は以下の通りです。

提出物 内容 提出方法

担保権設定承認申請 改修物件に抵当権を新規設定・または既に抵当
権（根抵当権含む）が設定されている場合に、
事前に所管官庁の長に承認を貰うための申請

※担保権の有無にかかわらず対象となる補助事
業を実施する全事業者に入力いただく項目がござ
います。

申請システムから入
力

様式19
【抵当権等担保権設定
義務の免除に関する報

告書】

既に抵当権等が設定されている土地に建物を新
築するケースで、新築する建物への抵当権等の設
定の義務（追加担保差入条項）について銀行

から免除を受けた（抵当権等を設定しない）こと
を報告する書類

完了実績報告時に
提出

様式28
【施設・建物所有者の
同意に関する報告書
（財産処分制限）】

取得財産が第三者が所有する建物である場合に、
所有者も交付規定に基づいて財産処分制限と同
様の義務を負うことに同意したことを報告する書類

完了実績報告に提
出
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申請対象外

確認事項・同意事項へのチェック

質問フォームへの入力

取得財産は
建物ではない

取得財産は建物で
あるが第三者の所

有である

「廃屋の撤去＋再
建」事業である

「廃屋の撤去＋再
建」事業ではない

当該建設予定地に抵当権
などの担保権が設定されてお
り、取得財産（建物）に抵
当権などの担保権設定義務

がある

補助対象経費により改修す
る建物には、既に抵当権など
の担保権が設定されている

一時保存し、担保権情報の入力へ進む

新設申請対象

＝担保権設定日ま
でに承認を受ける

様式19

＝完了実績報
告時に提出

既設申請対象

＝完了実績報
告までに承認
を受ける

設問１：取得財産（補助対象
施設）の有無

当該建物へ抵当権などの担保権は
新たに設定しない

取得財産は
建物である

担保権に関する申請および提出物が必要となる対象の方は以下の通りです。

担保権承認申請システムより、質問フォームに入力してください（手続きの流れはP7、入力方法はP9～
12を参照してください）。

設問２：新規抵当権設定の予
定有無

設問３：補助対象経費により取
得する財産（建物）について

当該建物へ抵当権などの担保
権を新たに設定する予定である

補助対象経費により改修する
建物には、抵当権などは設定

されていない

設問４：当該建物の建設予定
地に抵当権などの担保権が設定
されており、補助対象経費により
取得する財産（建物）に抵当
権などの担保権を設定する義務
の有無

当該建設予定地に抵
当権などの担保権が

設定されていない、もし
くは取得財産（建

物）に担保権設定義
務はない

設問５：既に設定されている抵
当権などの担保権の有無

確認事項・同意事項へのチェック

様式28

＝完了実績
報告時に提出
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交付決定されると、対象補助事業を実施する補助事業者には担保権に関するお尋ねメールが
届きます。

※メールが届かない場合は、地域観光再生事務局コールセンターまでお問合せください。

申請ボタンを押下すると、地域観光再生事務局にて審査が開始されます。

申請内容に不備がある場合は、電話およびメールにてご連絡いたしますので、不備の解消にご協力く
ださい。

事務局での審査後、国土交通省での審査を経て承認を得る必要があるため、承認まで10日から
1ヶ月程度の日数を要することがあります。

申請内容に問題がなければ、事務局から承認メールが届きます。

交付決定後

地域一体となった観光地・観光産業の再生・高付加価値化事業 事務局（地域観光再生事務局）

電話番号：0570-041102  
 [問い合わせの対応時間] 9:00-17:00（土日祝日を除く）

メールを受け取った対象補助事業者は担保権の有無にかかわらず電子申請システムの入力が必
要です。2週間以内にマイページにログインし、質問フォームへの入力をしてください。

担保権承認申請が必要な対象か否か判断いたします。

※担保権に関するお尋ねメールは、交付決定された個別計画分（かつ各年度分）届きます。

通知対象となる補助事業は以下の通りです。

・宿泊施設の高付加価値化改修
・観光施設の改修
・公的施設の観光目的での利活用のための民間活力の導入

１．担保権に関するお尋ねメールの受け取り

２．マイページへログイン、質問フォームへの入力

メール受け取り後、2週間以内

書類の提出は必要ございませんが、下記の書類の記述通りに入力してください。

➢ 抵当権を新設予定の方

担保権設定契約書、金銭消費貸借契約書など、締結予定の契約内容に沿って入力してください。

➢ 抵当権・根抵当権を既に設定されている方

登記簿謄本（履歴事項全部証明書）、担保権設定契約書、金銭消費貸借契約書などをご確
認いただき、必要事項を入力してください。

３．担保権設定承認申請

金融機関に確認し、速やかに申請

４．審査～承認メール通知
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SAMPLE

交付決定されると、対象補助事業を実施する補助事業者には担保権に関するお尋ねメールが届きます。

電子申請システム（交付申請マイページ）の左側に担保権設定承認申請タブが表示されているので、
各種入力を行ってください。

メールを受け取った対象補助事業者は担保権の有無にかかわらず電子申請システムの入力が必要で
す。2週間以内にマイページにログインし、質問フォームへの入力をしてください。

担保権承認申請が必要な対象か否か判断いたします。

■■複数年度事業を申請している場合■■

※あわせてＰ．12「複数年度計画の事業者が申請する場合」もご確認ください。

担保権に関するお尋ねメールは各実施年度の交付決定ごとに通知されます。

■ 第1～2回採択事業者で複数年度事業を申請している場合

複数年度申請の方は1事業で2通（令和5年度分、令和6年度分）届きますが、令和5年度分のマイ
ページより質問フォームへ入力をしてください。

令和6年度分の質問フォームへの入力は不要です。

■第3回採択補助事業者(令和5年12月以降に採択を受けた事業者）で複数年度事業を申請し
ている場合

第3回採択補助事業者の方は令和5年度および令和6年度の両年度において、各年度の交付申請マ
イページから担保権設定承認申請の質問フォームを入力してください。

※令和5年度の担保権設定承認申請で申請いただいた内容と同一の場合も、再度同内容を令和6
年度の交付申請マイページから担保権設定承認申請を行ってください。

担保権に関するお尋ねメールの受け取り

1.お尋ねメール
2.ログイン

質問フォーム入力
3.申請 4.審査～承認
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1.お尋ねメール
2.ログイン

質問フォーム入力
3.申請 4.審査～承認

9

「担保権設定
承認申請」が
表示されます

質問フォームの入力方法

１

２

１ 取得財産（補助対象
施設）の有無について

▼質問フォーム

2 新規抵当権設定の予
定有無

②取得財産は建物ではない
③取得財産は建物であるが第
三者の所有である

→③を選択する場合は様

式28を完了実績報告時
に提出

３

３ 補助対象経費により取
得する財産（建物）に
ついて

→「廃屋の撤去」と「宿泊施設
の高付加価値化改修」を併用
する場合は①を選択。

担保権承認申請が必要か否かの情報をメール受け取ってから２週間以内に質問フォームへの入力をし、
保存してください。

申請対象の場合は、同ページに担保権情報を入力し、申請します。

４ 当該建物の建設予定地に抵当権などの担保権が
設定されており、補助対象経費により取得する財
産（建物）に抵当権などの担保権を設定する義

務の有無について

４

５

②当該建設予定地に根抵当権が設定されており、取得財産（建
物）に根抵当権設定義務がある

→②を選択する場合は様式19を完了実績報告時に提出

５ 既に設定されている抵当権などの担保権
の有無

上記の入力内容
を保存してください

■注意事項■
担保権の効力が及ぶ範囲で
あれば以下のような改修例で
あっても「①取得財産は建物
である」もしくは「③取得財産
は建物であるが第三者の所
有である」を選択していただく
必要があります。
（例）外壁のみの改修、トイ
レのみの改修

改修対象が建物である、または建物内の一部を改修する場合は、
「①取得財産は建物である」もしくは「③取得財産は建物であるが
第三者の所有である」を選択してください。

※「②取得財産は建物ではない」改修例
・駐車場の再整備（立体駐車場を除く）
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補助事業遂行に係る融資のために新たに設定予定の抵当権を入力してください。

入力にあたり、担保権設定契約書と金銭消費貸借契約書の記述通りに入力してください。

交付申請画面より自動入力されている項目がございますが、実態と異なる場合はご自身で修正をお願
いします。

項目
自動
入力

説明

抵当権申請日
本電子システムから申請（担保権設定承認申請）を行った日の日付
をカレンダーから選択してください。
※キーボード入力は行わないでください。

補助事業者 住所 ●

氏名 法人にあって
は名称及び代表者
の氏名

●

連絡担当者(職名
及び氏名)

●

品目(財産名) ●

取得予定年月日 ●
複数年度事業を計画される方は、令和6年度の事業完了予定日をカレ
ンダーから選択してください。

取得予定価格 ● 複数年度事業を計画の方は、2カ年分の総事業費を入力してください。

補助事業の遂行の
ために担保権の承
認が必要となる理由
等

必ずチェックを入れてください。

備考 事務局から指示がある場合、ここに入力してください。

添付書類（ファイル
添付）

事務局から指示がある場合、ここに添付してください。

1.お尋ねメール
2.ログイン

質問フォーム入力
3.申請 4.審査～承認

次のページへ続きます
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項目
自動
入力

説明

担保権の設定 複数の担保権を設定している場合は追加してください。

抵当権順位
担保権順位の数字を入力してください。同順位の担保権者が複数いる
場合も同様に入力してください。

担保権設定（予
定）日

担保権設定契約書の締結日をカレンダーから選択してください。

*新設の場合
担保権の設定予定日までに担保権設定承認申請を行い、国土交通
省から承認を得る必要があります。

担保の種類

該当する担保権を選択してください

*新設の場合
抵当権 ※根抵当権の新設は不可

*既設の場合
根抵当権、抵当権

担保権者
担保として当該建物に抵当権の設定をつけた者（金融機関等）を入
力してください。
（例）●●銀行 ▲▲支店

被担保権者-債権者
担保として当該建物に抵当権の設定をつけた者（金融機関等）を入
力してください。
（例）●●銀行 ▲▲支店

被担保権者-債務者 ● 補助事業者名と債務者名が相違する場合はP13を参照してください。

被担保権者-契約締
結日

金銭消費貸借契約書の契約締結日をカレンダーから選択してください。

※本補助事業着手以前において、根抵当権の極度額を変更した場合、
極度額が変更された日付を選択

※事業着手後の増額は認めない。

被担保権者-貸付実
行日

金銭消費貸借契約書の貸付実行日をカレンダーから選択してください。
※本補助事業着手以前において、根抵当権の極度額を変更した場合、
極度額が変更された日付を選択

債務額

*新設の場合
金銭消費貸借契約書の元金（支払う利子を除いた借入額）と金利で
計算した利息の合計を入力
※1円単位で入力

*既設の場合
元本返済が進んでいる場合でも上記と同様の金額を入力してください。
※根抵当権の場合は極度額を１円単位で入力

※本補助事業着手以前において、根抵当権の極度額を変更した場合、
変更した極度額を入力

1.お尋ねメール
2.ログイン

質問フォーム入力
3.申請 4.審査～承認
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当補助事業の申請者名と担保権の債務者名が相違する場合、両者の関係性を証明できる証憑を
事務局に提出してください。

被担保権者(債務者)が補助事業者と相違する場合、補助事業者が当補助事業に係る担保権の責
務を負うものとし、補助事業者にその旨を宣誓する一筆を求めます。

以下2点をzipでまとめて添付書類欄にアップロードしてください。

提出書類 説明

両者の関係性を証明できる証憑

添付書類欄に添付
（例）親会社の場合・・・別表２「同族会社の判定に関する明細書」

親族などの場合・・・戸籍謄本

など
※関係性により提出書類は異なります。

被担保権者（債務者）が補助
事業者と相違する場合の宣誓書

添付書類欄に添付
※参考様式【様式18】をポータルサイトに掲載しておりますので、ご活用
ください。
ご自身でご用意される書類でも問題ございません。

複数年度計画の事業者が申請する場合

令和6年度において補助対象施設に新たに担保権を設定する場合（令和5年度にて申請をしなかっ
た担保権を新たに設定予定の場合)、令和5年度に申請した内容に加え、新設担保権情報を追加入
力して申請してください。令和6年度の交付申請マイページから担保権設定承認申請を行い、予め承
認を受ける必要があります。

■ 第1～2回採択事業者で複数年度事業を申請している場合

担保権に関するお尋ねメールは1事業で2通（令和5年度分、令和6年度分）届きますが、令和5年
度分のマイページより質問フォームへ入力をしてください。

令和6年度分の質問フォームへの入力は不要です。

■第3回採択補助事業者(令和5年12月以降に採択を受けた事業者）で複数年度事業を申請し
ている場合

令和5年度および令和6年度の両年度において、各年度の交付申請マイページから担保権設定承認
申請の質問フォームを入力してください。

令和5年度の担保権設定承認申請で申請いただいた内容と同一の場合も、再度同内容を令和6年
度の交付申請マイページから担保権設定承認申請を行ってください。

■入力の際に気を付けていただく項目

• 取得予定年月日：デフォルトでシステムから自動入力がされております。令和6年度の事業完了予
定日を入力してください。

• 取得予定価格：デフォルトでシステムから自動入力がされております。複数年度事業を計画の方は、
2カ年分の総事業費（予定）を入力してください。
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新設で抵当権を設定する場合は、担保権の設定日までに担保権設定承認申請を行い、国土交通
省から承認を得る必要があります。

1.お尋ねメール
2.ログイン

質問フォーム入力
3.申請 4.審査～承認

「申請する」ボタンの押下
すべての項目の入力後、必ずボタンを押下してくだ
さい。
「一時保存」では申請されません。

申請完了画面（申請受付メールは送られません）
順次、審査が開始されます。不備がある場合は事
務局からご連絡します。
承認される事務局から承認メールが送られます。
承認を得るのに一か月以上の時間を要する場合
がありますので、ご留意ください。

●●旅館 ××県××市×××１－２－３

▲▲県▲▲市▲▲▲１－２－３
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Q１.根抵当権の極度額の増額は可能か。

ー本補助事業開始後（事業への着手以降）の極度額の増額は認められません。＊
「事業への着手」とは…工事等の契約、発注を指します。

Q２.誤って根抵当権の極度額増額・新規設定を行ってしまった場合、どうなるか。

ー交付決定が取り消しとなります。本事業により整備した施設等の財産に対して根抵当
権の設定を行うことは認められません。

Q３.担保権設定承認申請にて承認を得る前に、担保権を設定することは認められる
か。

ー認められません。担保権の設定前に必ず承認を得ていただきます。補助事業開始後に
新たに抵当権を設定する場合は、速やかに担保権設定承認申請をしてください。

Q４.本補助事業完了後の根抵当権の新規設定は認められるか。

ー認められません。少なくとも建物の処分期間以内は根抵当権の新規設定はできません。

Q５.様式19について、「金融機関等から免除の同意を得る」とあるが、金融機関から
の承認が得られない場合、どうなるか。

ー補助金の交付決定の取消・返還命令（加算金付き）等の処分を受ける可能性があ
ります。

※建物の建築予定地に根抵当権等が設定され、更に「追加担保差入条項」が設定さ
れている場合、本補助事業により再建する建物に対して新たに根抵当権等が設定され
ることとなり、補助事業として遵守いただくべき事項に違反が生じるためです。

Q６.既に根抵当権が設定されている場合、根抵当権の登録を抹消する必要はある
か。

ー本補助事業開始前に設定された根抵当権の登録を抹消する必要はありません。
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Q７.借入金を完済している場合は、承認申請は不要か。

ー抵当権・根抵当権の抹消登記をしていない場合は、申請が必要です。

Q８.「観光庁令和３年度経済対策関係予算事業 地域一体となった観光地の再
生・観光サービスの高付加価値化事業」でも事業を実施し、抵当権（または根抵当
権）について同様の申請を行い承認を得た。本事業で新たに担保権を設定する予定
はないが、本年度も抵当権設定承認申請は必要か。

ー必要です。

Q９.改修箇所が建物内の一部（トイレのみの改修など）の場合も申請が必要か。

ー必要です。担保権の効力が及ぶ範囲であれば、建物内の一部のみを改修する場合で
も「①取得財産は建物である」もしくは「③取得財産は建物であるが第三者の所有であ
る」を選択していただく必要があります。

（例）外壁のみの改修、トイレのみの改修

なお、以下のような改修の場合は「②取得財産は建物ではない」に該当します。
（例）駐車場の再整備（立体駐車場を除く）

Q10.第三者が所有している建物を改修する場合も財産処分の制限はかかるか。

ー所有者も交付規定24条の財産処分と同様の制限がかかります。財産処分の制限に
ついて同意した様式28を完了実績報告時にご提出ください。
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【お問い合わせ先】
地域一体となった観光地・観光産業の再生・高付加価値化事業事務局
（地域観光再生事務局）コールセンター

0570-041102
（受付時間 9:00～17:00 土日祝・年末年始を除く）
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日付 内容

2023/７/５ 初版

2023/7/14

・P3：以下の説明を修正

「既に設定されている根抵当権の極度額を変更する場合は認めない」→「既に
設定されている根抵当権の極度額を増額する場合は認めない」

・P10：氏名 法人にあっては名称及び代表者の氏名、および連絡担当者(職
名及び氏名)の説明書きを削除

・P11：契約締結日について、極度額の変更に関する補足を削除

・P12：被担保権者（債務者）が補助事業者と相違する場合の参考様式を
用意

・P12：両者の関係性を証明できる証憑の例として、親会社の場合の証憑例
を修正

・P15：以下の設問文を修正

「誤って根抵当権の極度額変更・新規設定を行ってしまった場合、どうなるか。」
→「誤って根抵当権の極度額増額・新規設定を行ってしまった場合、どうなる
か。」

・P15：「本補助事業完了後の根抵当権の新規設定は認められるか。」

の設問文に対する回答を訂正

「認められます。事業完了後以降、少なくとも10年経過した補助対象財産につ
いて、補助目的を達成したものとみなします。」→「認められません。少なくとも建
物の処分期間以内は根抵当権の新規設定はできません。」

2023/7/24
・P11：契約締結日と債務額について、極度額の変更をした場合については変更
した日付と金額を入力する旨を記載

2023/8/31

・P9：取得財産について補足

・P10：抵当権申請日の記載内容を変更

・P16：FAQにQ9を追加

2023/9/7

・P3～5：質問フォーム「設問１：取得財産（補助対象施設）の有無」にて
「③取得財産は建物であるが第三者の所有である」を選択された方は、「様式28
取得財産が第三者所有の建物である場合、所有者にも補助事業者と同様の財
産処分制限の義務を負うことに同意した報告書」を完了実績報告時に提出が必
要な旨を追記

・P11：貸付実行日について、根抵当権の極度額を変更した場合は変更した日
付を入力する旨を追記

・P16：FAQにQ10を追加
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日付 内容

2024/2/15

・P3：適化法の財産処分に該当するケースにおいて、以下文言を修正

「抵当権が設定されている土地に建物を再建する場合（補助事業③と①の併
用）」→「抵当権等が設定されている土地に建物を再建する場合（補助事業③
と①の併用）」

・P8、12：第3回採択補助事業者(令和5年12月以降に採択を受けた事業
者）で複数年度事業を申請している場合 の案内を追記
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